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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 20 年 11 月 28 日 

担当部・課：農村開発部乾燥畑作地帯第一課 

１．案件名 

よりよい県農業開発計画作りと事業実施体制作り支援プロジェクト 

 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

 タンザニア農業セクター開発プログラム(Agricultural Sector Development Programme：ASDP)

では、政府の地方分権化政策に沿い、予算の 75％を県農業開発計画(District Agricultural

Development Plan：DADP)の実施に充てるなど地方での事業実施を重視している。本協力では、

地方自治体(県)による DADP 計画・実施体制を強化することを目指し、中央政府関係者による地

方自治体の DADP 策定、実施モニタリングに関する支援活動の拡充を目指す。 

（２） 協力期間：2009 年 3 月から 3年間 

（３） 協力総額（日本側）：2.3 億円 

（４） 協力相手先機関：  

ア．実施主管機関：農業・食糧保障・協同組合省 

イ．実施調整機関：首相府地方自治庁 

ウ．実施支援機関：畜産開発・漁業省、水・灌漑省、産業・貿易・マーケティング省 

（５） 裨益対象者及び規模： 

  ア．直接裨益者：県農業開発計画（DADP）計画・実施作業部会 14 名  

          首相府地方自治庁セクター調整局農業セクター係職員 3 名 

          州農業局職員 84 名（21 州） 

          県農業局職員 毎年 4県程度 のべ 120 名程度 

  イ．間接裨益者：全国県農業局職員 1320 名 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

 タンザニア国（以下「タ」国と記す）の国家開発において、GDP の 4 割以上を占め、かつ人口

の 3分の 2の生計を支えている農業の発展は大変重要である。「タ」国政府と開発パートナーは、

2001 年に策定された農業開発戦略に基づいて、農業セクターの生産性及び収益性の向上に向け

た環境整備、農家収入の向上による農村地域の貧困削減及び世帯レベルの食糧安全保障の強化

を具現化するための枠組みとして、「タ」国政府と開発パートナー共同のプログラム「農業セク

ター開発プログラム(Agricultural Sector Development Programme、以下「ASDP」と記す)」を

策定し、資金バスケットを創設した上で 2006 年 7 月より実施段階に移行している。ASDP では、

政府が推進している地方分権化政策に沿い、予算の 75％を地方自治体に配布するなど、自治体

の裁量権を確保した枠組みとなっていることが特徴である。 
 地方自治体(県)において、ASDP 資金を執行するためには、県農業開発計画(District 

Agricultural Development Plan、以下「DADP」と記す)の策定が義務付けられており、DADP を
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ベースに、事業計画、予算要求、執行調整、及び進捗監理がなされることが期待されている。

かかる目的に DADP を用いるためには、各個別案件計画の内容や予算計画の良否のみならず、そ

れら案件とASDPなど上位政策及び下位行政レベルの計画との戦略的整合性が確保される必要が

ある。しかしながら、現在各地方自治体が策定する計画は戦略性のみならず、記載漏れや事業

選定理由の説明が不足している等、文書としても質の低いものであり、中央政府の要求を満た

すレベルには至っていない。ASDP 実施枠組みにおいて DADP の質向上に取り組むことを目的とし

て、省横断的に DADP 計画・実施作業部会(DADP Planning and Implementation Thematic Working 

Group、以下「DADP P&I TWG」と記す)が立ち上げられており、DADP 策定ガイドラインの制定、

地方自治体への技術支援などの活動を開始している。DADP P&I TWG が中心となり、DADP 作成時

期の前に、県農業局職員を対象として、DADP 作成に関する研修を実施しているが、実際に提出

された DADP から良い例、改善が必要な例等を抽出して研修に組み込む等、実践的で分かりやす

い研修とする必要がある。持続的に農業開発予算が確保されるためには、DADP の文書としての

質と戦略性の向上が強く求められている。 

また、各県は、DADP で計画された事業の進捗を「DADP 事業進捗報告書」により四半期毎に報

告する義務を負っている。DADP 事業進捗報告書は、予算の執行状況をモニタリングし、事業の

進捗を記すものであり、各県から州をとおして首相府地方自治庁セクター調整局へ提出され、

首相府地方自治庁セクター調整局により取りまとめられる。現状では、その内容が不十分であ

り、提出も遅れがちであることが指摘されているが、それをフォローする役割を持つ首相府地

方自治庁においては組織基盤の弱さ、人員の不足という問題に直面している。中央政府及びバ

スケット資金の出資者である開発パートナーへの説明責任を担保することは重要であり、DADP

事業進捗報告書の質的向上が求められている。 

 しかしながら、中央政府機関が全国 132 ある地方自治体を直接技術的に支援することは現実

的ではなく、国と県の中間に位置する州が地方自治体を技術支援していくことが期待されてい

る。その一方で、州が地方自治体の DADP 策定や DADP 事業進捗報告書作成に関する支援を行う

ための制度は政策的には合意されているものの、具体的な枠組みとはなっておらず、技術面、

資金面も不足していることから、州の機能の明確化と強化が強く望まれている。また、各県か

ら提出されるDADP事業進捗報告は首相府地方自治庁セクター調整局により取りまとめられてい

るが、地方自治体の開発計画策定･事業進捗報告作成支援というプロセスが「タ」国政府にとり

初めての経験であることに加えて、特に首相府地方自治庁においては組織基盤の弱さ、人員の

不足という問題に直面している。首相府地方自治庁セクター調整局と DADP P&I TWG は、将来的

に県に対する技術的支援権能を州に移管する方針を出しているが、州においても経験不足・人

員不足などの問題を有しているため、短･中期的には三者の協働体制により地方自治体を支援す

る体制を構築することが現実的である。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

 「タ」国の国家開発戦略である「成長及び貧困削減のための国家戦略(National Strategy for 

Growth and Reduction of Poverty：NSGRP)」では、農業開発は成長の牽引役として位置づけら

れており、その実施枠組は ASDP とされている。前述の通り、ASDP 資金の 75％が DADP 実施に充

てられるため、DADP の計画・実施・モニタリングを支援し、効率的・効果的な ASDP 実施に寄与
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することを目指す本案件は、「タ」国の開発戦略と整合している。また、ASDP の年間レビューや、

財務省の作成する予算ガイドライン(2008/09 年)においても DADP の質の向上は重要なイシュー

として取り上げられており、数ある政策課題の中でも特に重要なものとして政府内で捉えられ

ている。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 

我が国の対タンザニア国別援助計画は、経済成長及び貧困削減の両者を目的とする農業・農

村開発を重点分野と定めると同時に、セクター別開発戦略を効果的且つ持続的に実施するため

の行財政能力強化も重点分野として規定しており、本案件はこれら 2 重点分野の方針に沿うも

のである。JICA は、「地方開発セクタープログラム策定支援調査フェーズ 1 及び 2（2001 年 3

月～2005 年 3 月、2005 年 11 月～2009 年 1 月）」を通じて主に中央政府を対象として ASDP の策

定及び実施体制強化を支援してきたが、ASDP プロセスが進捗するに伴い、今後は ASDP の事業進

捗を監理するための支援（ASDP 事業実施監理能力強化計画：2008 年 3 月～2011 年 3 月）と地方

自治体レベルでの DADP の計画・実施・モニタリングのプロセス強化に協力の焦点を移すことと

し、本案件はそこに位置付けられる。我が国政府は貧困削減戦略支援無償資金協力により ASDP

のバスケット資金に資金を投入しており、ASDP バスケット資金の 75％が配分される県農業開発

計画の策定から実施、進捗管理等の全般を対象として、政策的な重要性、下位行政レベルのニ

ーズに照らし合わせつつ、戦略的に案件の選別を行い、計画文書に落とし込んでいくとともに、

実施の進捗管理と報告が的確に成される体制を整備することをとおして、無償資金協力の効果

を高めることも期待される。 

その他に、農民間普及を用いて灌漑稲作技術を「タ」国全土に普及することを目指した「灌

漑農業技術普及支援体制強化計画（2007 年 6 月～2012 年 6 月）」、県レベルにおける灌漑事業計

画・実施・運営管理能力の向上を目的とした「県農業開発プログラム（DADP）灌漑事業ガイド

ライン策定・訓練計画（2007 年 2 月～2010 年 1 月）」を実施している。前者は普及に伴う研修

予算を、対象となる灌漑地区を有する県が DADP 予算にて支弁することを想定し、後者は各県が

DADP に灌漑施設の整備や改修を盛り込む際に活用されるガイドラインを整備することを目的と

しており、共に DADP の円滑な計画策定と実施に密接に関係している。 

 

４．協力の枠組み 

 地方自治体（県）における DADP の質及び実施モニタリング体制を改善すべく、県に対する技

術支援を行う体制を中央政府レベル(農業関係省庁、州)において確立することを目的として本

協力を実施する。DADP の年間スケジュールでは、1～3 月に各県において DADP が作成され、審

査の過程で DADP の質的評価がなされ、それを加味して 4～5 月に ASDP 予算承認を受け、7 月の

新年度から予算が執行される（予算が実際に県へ配賦されるのは 9月頃とされている）。そして、

各県は四半期毎にDADPで計画された事業の進捗状況を報告することとなっている。本協力では、

2009 年の DADP の質的評価プロセスから協力することにより、協力前のベースラインを定め、そ

の後の協力方針及び活動計画をより具体的なものにする。これまで DADP P&I-TWG と首相府地方

自治庁が中心となり県農業局職員に対してDADP策定時期の前に行っていた研修内容を改善した
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うえで、このプロジェクトでは州農業局職員に対して研修指導者研修を実施することにより、

県農業局職員の DADP 策定に係る知識を向上し、DADP 策定に係る中央政府（州政府含む）の支援

体制を強化する。また、DADP 事業進捗報告書の書式と取り纏めプロセスを改善し、DADP 事業進

捗報告書の内容を充実させるとともに、取り纏めプロセスにおいて的確な分析を加えることに

より、DADP の実施モニタリング向上を目指す。協力の中で決定される基準に基づいていくつか

の州・県を選定し、上記活動に係る州農業局の地方自治体に対する支援活動に関して支援(OJT)

を行い、その結果をフィードバックして、DADP 策定・モニタリングプロセスの改善を目指す。

 本協力は、DADPの質向上及び実施モニタリング体制の改善とともに、これら支援を通じてASDP

の実施体制強化（ASDP のプロセス支援）に貢献することが期待され、加えて本協力の成果が ASDP の

枠組みの中で制度化され、全土に適用されることが期待される。 

 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

ア．協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

DADP 計画・実施作業部会、首相府地方自治庁、及び州政府が地方自治体を支援することを

通じて、DADP の策定と実施モニタリングが改善される。 

＜指標＞ 

・DADP の質的評価において、低い評価(Poor)となる地方自治体の数が減少する。 

・質の高い DADP 進捗報告書が作成され、提出される。 

 

イ．協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

  地方自治体が、効果的に DADP を策定し、実施する。 

 ＜指標＞ 

・ASDP 合同評価において政府及び ASDP を支援する開発パートナーが DADP の質の改善を認

識する。 

  ・ASDP において、DADP 関連指標が改善する。 

  

（２）成果（アウトプット）と活動 

成果１：DADP の計画策定に関する支援活動が強化される。 

  ＜指標＞ 

地方自治体が DADP 策定に関する適切な支援を中央政府機関から受ける。 

＜活動＞ 

1.1．DADP P&I-TWG の業務内容・権限と活動計画を見直す。 

1.2．DADP 策定ガイドラインを見直し、必要があれば改訂する。 

  1.3．県農業局職員等を対象とした、DADP 作成に関する研修教材及びマニュアルを改訂する。

1.4．州農業局職員等を対象とした、TOT(Training of Trainers)を実施する。 

1.5．州農業局職員が地方自治体の DADP 策定に関して、能力強化活動を支援する。 

1.6．州農業局職員等が実施する DADP 質的評価を支援する。 

1.7．選定された州･地方自治体に対して、DADP 策定プロセスをモニタリングする。 
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1.8．上記モニタリング結果に基づき、DADP 策定能力の強化、策定プロセス改善に必要な作

業を行う。 

 

成果２：DADP の実施モニタリングに関する支援活動が強化される。 

＜指標＞ 

州において DADP 事業進捗報告が適時に取りまとめられる。 

＜活動＞ 

2.1．DADP 事業進捗報告書式の改善案を提案する。 

2.2．DADP 事業進捗報告書の取りまとめプロセスを見直し、必要な改善を行う。 

2.3．DADP 事業進捗報告書からの教訓を地方自治体へフィードバックする方法を改善する。

2.4．選定された州･地方自治体において DADP の実施プロセスをモニタリングする。 

2.5．上記モニタリング結果に基づき、DADP 実施モニタリング改善に必要な作業を行う。 

 

（２） 投入（インプット） 

ア．日本側（総額 2.3 億円） 

１）専門家派遣（合計 61.5M/M 程度） 

チーフアドバイザー／農村開発計画、業務調整、計画・モニタリング 

２）機材供与：プロジェクト活動に必要な機材（研修用機材、事務機器等） 

３）研修員受入れ：本邦研修 

４）在外事業強化費 

５）調査団派遣：中間評価調査、終了時評価調査 

 

 

イ．タンザニア側 

１）カウンターパートの配置、事務スペースの提供 

２）カウンターパートの活動経費 

 

（３） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

 ア．成果達成に必要な外部条件 

  州の機能強化に関する政策に変更が加えられず、地方自治体へ技術支援を行うために必要

な人的・資金的・物的資源が確保される 

 

 イ．上位目標達成に必要な外部条件 

  DADP 実施に必要な資金が確保される 

 

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

 次の理由により本協力の妥当性は高い。 

 「タ」国の国家開発戦略である「成長及び貧困削減のための国家戦略」において、農業セク
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ターは経済成長のけん引役とされており、農業セクターの開発戦略を実施する枠組みとして

ASDP が位置づけられている。ASDP においては、その資金の 75％が DADP 実施に配分されること

から、DADP の計画立案及びその実施・進捗モニタリングを支援する本協力はタンザニアの国家

開発戦略と高い整合性を有している。 

 我が国は ASDP に対して、その立上げ時点より積極的支援を表明しており、対タンザニア援助

方針とも整合している。 

 また、「タ」国において進められている地方分権化政策では各地方自治体に対し開発機会の公

平性を確保する方針であり、セミナー・研修などの能力強化活動を、全国を対象として実施す

る本協力のアプローチは適切な手段と判断できる。 

 

（２） 有効性 

 次の理由により、本協力の有効性は高く、プロジェクト目標を達成する見込みである。 

 DADP の質的向上に関し、132 ある地方自治体に対して中央政府機関が直接支援を継続するこ

とは現実的でないため、現行政策方針に沿って州が地方自治体への支援を実施するべく能力を

強化することを目標としている。3 年の協力期間において、計画－実施－報告のサイクルは 3

回施行されることから、順次中央政府の権能を州に移管することが期待できる。また、プロジ

ェクト目標指標のモニタリングは、ASDP の既存のモニタリングやレビュープロセスで毎年採集

される指標を通して行うことができ、必要に応じて活動計画を修正することが可能である。 

 

（３） 効率性 

 次の理由により、本協力では効率性の高い投入計画となることが期待できる。 

 本技術協力では、行政の中央から地方への知識･技術の伝播を促すものとなっている。JICA

専門家は、DADP P&I TWG が DADP のガイドライン、トレーニング教材、マニュアルを改善する上

での支援に注力し、改善された教材を用いて、DADP P&I TWG の監督下にあるナショナルファシ

リテーターが州政府の職員にトレーナー研修を行い、同職員が県に対して研修･アドバイス機能

を果たせるようにするカスケード方式を採用する。そのため、日本側投入を協力効果の高い部

分に集中的に投入することができる。さらに、DADP 策定時期である 2009 年 2 月から本協力を開

始することにより、3 月までに行われる DADP の質的評価を通して本案件のベースラインを見極

めることができ、その後の活動計画を効率的に進めることが期待される。 

 本案件は案件設計時点から、タンザニア政府のみならず、他の援助機関と議論しながら計画

しており、他の援助機関の投入と重複することはなく、むしろ、ASDP バスケット資金の効果的・

効率的な執行に資するものとして期待されている。 

 

（４） インパクト 

 次の理由により、上位目標が達成される見込みである。 

 中央政府機関が地方自治体に対して適切な技術支援を実施する(プロジェクト目標)ことによ

り、ASDP バスケット資金が十分に確保されれば、地方自治体の DADP の計画立案･実施能力が向

上することが期待される。現時点では、我が国を含めて 5つの援助機関が ASDP 現フェーズ(2013

年まで)への支援継続を表明しているため、上位目標は達成されるものと期待できる。 
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 上位目標の達成以外に想定されるインパクトは次の通りである。 

・ 農業開発の進展により貧困が削減され、農民の生活が向上する。 

・ 農業政策が DADP に反映されることにより、公共及び民間の農業サービスを提供する組織の

能力が強化される。 

 

（５） 自立発展性 

 次の理由により本協力の自立発展性は中程度と判断される。 

 ASDP の中期的目標は国家開発計画である NSGRP と整合しており、政策的な自立発展性は高い

ものと考えられる。他方、財政的自立発展性は ASDP バスケット資金が確保されるかに拠るが、

現行 ASDP が継続される間は資金が枯渇する可能性は低いと推測される。他方、DADP の質を継続

的に向上せしめるためには、それに対するインセンティブシステムが「タ」国の行政システム

に組み込まれる必要がある。「タ」国政府内で係るインセンティブシステムに関して議論されて

いるものの、他のセクターの地方交付金システムとの調整等、多くの省庁との調整が必要にな

ることから、係る制度が短･中期的に導入されるとは考えにくく、地方自治体職員に DADP の質

の向上に対してどのように意識付けを行うかが今後の課題となる。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 本協力は、貧困･ジェンダー・環境に対して負の影響を与えることは想定されない。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

「タンザニア国地方セクター開発プログラム策定支援調査フェーズ 1 及び 2（2001 年 3 月～

2005 年 3 月、2005 年 11 月～2009 年 1 月）」から得られた以下の教訓を本協力で活用する。 

上記案件では、ASDP の立上げ支援から実施枠組み整備支援までを行ってきた。セクターワイ

ドアプローチを採る ASDP では、「タ」国政府、他ドナー等の多様なステークホルダーが協議を

行いつつ「タ」国の状況に合わせて枠組みを形成・修正するプロセスが常に存在している。上

記案件では、その形成・修正を「タ」国側が具現化する際に必要とされる支援を行うことによ

り能力強化を図ってきた。本案件についても、州の地方自治体に対する技術支援体制を整備す

るという方針の下で支援を行うが、常に ASDP 実施枠組みに係る政策や関連省庁及び関連ドナー

の動向を見据えつつ、必要に応じて柔軟に州の能力強化に係る活動計画を見直していくことに

より、効果的な協力を行うことを目指す。 

 

８．今後の評価計画 

 中間評価：2010 年 10 月頃   

 終了時評価：2011 年 10 月頃   

 事後評価：2015 年度     

 
 


